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Ⅰ．はじめに
　資産、負債、収益、費用項目すべてに公正価値

測定を適用する全面公正価値会計の導入を目指す
CFA協会（CFA Institute）のいう公正価値とはど
のような概念を有するのか 1）。これを明らかにす

ることが本稿の目的である。

　2014年 8月、CFA協会は「より効果的な財務報
告のためのフレームワーク」2）（以下、「CFA協会の
フレームワーク」）を公表した。このフレームワー

クは、財務報告の有効性の向上を目的として公表

されたものであり、2007年 7月に同協会が公表し
た「包括的ビジネス報告モデル」3）（以下、「報告モ

デル」）と整合した内容となっている。また、CFA
協会の財務報告に対する取り組みは、現在も報告

モデルに基づいている 4）。つまり、財務報告に対

する CFA協会の見解を理解するには、報告モデル
での提案を理解する必要がある。

　CFA協会の財務報告に対する見解の理解が重要
だと考える理由は、CFA協会が、その前身である
投資管理調査協会（AIMR）の時代から、アメリ
カ国内および国際的舞台における基準設定プロセ 

＊  本稿の執筆にあたり、指導教授の杉本徳栄教授（関西学院大学）から多大なご指導を戴きました。また、2名の査読者の先生、および、
国際会計研究学会に所属する先生方からも、本研究の今後の方向性を含め、大変貴重なコメントを戴きました。この場を借りて篤

く御礼申し上げます。
1）  CFAI (2004a), p.6, CFAI (2007), p.8, p.20.
2）  CFAI (2014a).
3）  CFAI (2007).
4）  CFAI (2016a).
5）   AIMR (1993), p.74, p.91（八田・橋本訳（2001）、113ページ、141ページ）．
      たとえば、AIMRが 1993年に公表した「21世紀の財務報告」では、包括利益を報告するための基準の開発の必要性が主張され
ていたが、ここでの提案が、財務会計基準書（SFAS）第 130号「包括利益の報告」として公表されている。それだけでなく、CFA
協会は、IASBや FASBの委員として基準設定にも参画してきたし、IASBが実施していた財務諸表の表示プロジェクトの初期段階
における提案は、報告モデルの提案と酷似していた（辻山（2012）、541-542ページ、552ページ）。

スに関与し、現在も国際会計基準審議会（IASB）
や財務会計基準審議会（FASB）に影響を与えてい
るからである 5）。

　CFA協会は、報告モデルにおいて、概念フレー
ムワーク、財務諸表の改訂案、開示に関する規準

を提案している。本稿では、会計基準の土台とな

る概念フレームワーク、とりわけ、そこで提案さ

れている概念に着目する。

　CFA協会は、概念フレームワークで 12の概念
を示している。かかる概念と、そこで提案されて

いる内容を「概念が意図する内容」として整理し

たものが表 1である。
　以後の節では、第 3の概念（公正価値情報は、
財務的な意思決定にとって最も適合的な情報であ

る。）で示されている、CFA協会にとって有用な
情報である公正価値とは何かを、CFA協会の示す
公正価値の定義を述べた後、FASBが公表する財
務会計基準書（SFAS）第 157号 ｢公正価値測定｣、
および、報告モデルの概念フレームワーク、第 4
から第 7の概念でも示されている有用な情報の質
的特性の観点から検討する。

包括的ビジネス報告モデルにおける公正価値

―情報の質的特性に係わる概念フレームワーク・プロジェクトを踏まえて―
＊
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Ⅱ．CFA 協会が公正価値情報を支持する理由
　投資家は、彼ら自身の目的に見合った方法で投

資意思決定を行うが、すべての投資家に共通する

ニーズがある。それは、投資企業に関する最も透

明性の高い情報であり、かかる情報には、資産と

負債の公正価値が含まれる 6）。

　CFA協会が公正価値情報を支持する理由は、目
的適合性の観点より、すべての取引は、取引が行

われる時点の価格である公正価値で行われるこ

と、また、公正価値は、資産と負債の価値に関す

る最新かつ完全な予想と見積りを反映しているこ

とがある 7）。そして、信頼性の観点からは、公正

価値以外の測定値の測定には、国際財務報告基準

（IFRS）第 13号「公正価値測定」や SFAS第 157

6）   Papa (2014), p.54.
7）  CFAI (2010), pp.1-2.
8）   CFAI (2010), pp.8-9.
　 　なお、観察可能でないインプットとは、市場参加者が資産や負債の価格付けに用いるであろう仮定のうち、市場データが入手可
能でなく、当該仮定に関する利用可能な最善の情報を用いて作成されるものをいう（IFRS第 13号、付録 A）。

9）  CFAI (2010), pp.2-3.

号というような準拠する基準がないため、観察可

能でないインプットを用いて算出された測定値が

公正価値よりも疑わしいことがあげられる 8）。

　CFA協会が歴史的原価情報に否定的な見解を示
す理由に、歴史的原価は、取引が行われた時点で

の市場価値を表しているものの、極端に古いもの

が多く、現在の公正価値との関連性がほとんどな

いこと、また、企業ごと、取引ごとに測定日が異

なるため、比較可能性に欠けることがある 9）。

Ⅲ．CFA 協会の考える公正価値
1．CFA 協会の示す公正価値の定義
　CFA協会の示す公正価値の定義は、「独立第三
者間取引において、取引の知識がある自発的な当

表 1：報告モデルで示される 12 の概念

（出所）CFAI (2007), pp.6-14より作成（辻山（2012）、545ページ参照）。
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事者の間で、資産が交換される又は負債が決済さ

れる価額；市場参加者間の秩序ある取引において、

資産を売却するために受け取るであろう価格又は

負債を移転するために支払うであろう価格」10）であ

る。

　この定義では、2つの定義が「セミコロン（；）」
で結ばれている。そこで、それぞれの定義に着目

すると、前半部分の定義は、IFRS第 13号が公表
される以前に国際財務報告基準（IFRSs）11）で適用

されていた定義、また、後半部分の定義は、IFRS
第 13号および SFAS第 157号で示される定義に基
づいていることがわかる 12）。

　IASBが 2006年にディスカッション・ペーパー
「公正価値測定」を公表した際、IASBは SFAS第

157号を基礎とした。その後、IASBと FASBは、
公正価値測定に関する基準の統一を目的に共同プ

ロジェクトを開始し、その結果、IASBと FASBの
公正価値測定に関する基準は実質上、収斂されて

いる 13）。

　本稿執筆時（2017年 10月）においても、CFA
協会が、IFRS第 13号公表前と公表後それぞれに
適用されていた公正価値の定義を示している点に

関して、IASBは、IFRS第 13号の公表に伴い公正
価値の定義を変更したものの、CFA協会は、これ
らの定義は同一の意味を有していると捉えている

のかもしれない。

　しかし、公正価値とは出口価格であること、ま

た、測定日に取引や交換が行われることを明示し

10 ） CFAI (2016b)（IFRS第 13号、par.9、BC29参照）．
　 なお、CFA協会の示す公正価値の日本語訳は、IFRS第 13号で適用されている日本語訳を引用している。
11 ）  IFRSsとは、IFRSと国際会計基準（IAS）、および、それらの解釈指針の総称である。
12 ） IFRS第 13号公表前に IFRSsで用いられていた定義は、「独立第三者間取引において、取引の知識がある自発的な当事者の間で、
資産が交換され得る又は負債が決済され得る価額」（IFRS第 13号、BC29）であり、IFRS第 13号および SFAS第 157号で示され
ている定義は、「測定日において、市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう価格又は負債

を移転するために支払うであろう価格」（IFRS第 13号、par.9、SFAS第 157号、par.5）である。
13）  IFRS第 13号、BC10、BC12、BC14。
14 ） IFRS第 13号、par.9。
　 　SFAS第 157号や IFRS第 13号の開発時、CFA協会は、2004年 6月に FASBが公表した公開草案「公正価値測定」に対してのみ
コメントを寄せており、ここから、IASBの提案する公正価値の定義の変更点に対し、CFA協会は異論がなかったといえる。また、
CFA協会は、FASBが公開草案で提案した公正価値の定義に賛成していた（CFAI (2004b), p.2）。

15）  CFAI (2007), p.8.
16）  SFAS第 157号、par.1。
17）  SFAS第 157号、par.18、C26。

たという、定義に含意される変更点を踏まえる

と 14）、なぜ CFA協会は、現在は用いられていない
IFRS第 13号公表前の公正価値の定義を、今も示
し続けているのかという疑問が浮上する。そこで

本稿では、上述した「セミコロン」で結ばれてい

る公正価値の 2つの定義の意味は完全に一致して
いないとの考えに立脚することとする。

2．�SFAS 第 157 号「公正価値測定」を用いた検討
　CFA協会の公正価値測定に対する見解は SFAS
第 157号と整合していることから 15）、本節では、
SFAS第 157号を用い、CFA協会の考える公正価
値について検討する。

　（1）SFAS 第 157 号「公正価値測定」の概要
　SFAS第 157号は、公正価値を定義し、公正価
値を測定するためのフレームワークを設定し、公

正価値測定に関する開示を拡大することを目的と

して公表された 16）。

　公正価値測定の目的は、測定日において、測定

の対象となる資産を受け取る、または、測定の対

象となる負債を移転するために支払う価格を決定

することであり、その方法として、マーケット・

アプローチ、インカム・アプローチ、コスト・ア

プローチがある 17）。また、これらの評価技法を適

用する際にはインプットを用いるが、そのイン

プットには観察可能なものと観察不可能なものが

ある。そこで、SFAS第 157号は公正価値ヒエラ



産研論集（関西学院大学）45号　2018.3

－ 110 －

ルキーを定め 18）、公正価値測定にあたり適用する

インプットの優先順位を明示している 19）。

　（2）CFA 協会の考える公正価値の概念
　SFAS第 157号の規定に対する CFA協会の説明
は次の通りである。すなわち、公正価値測定の目

的とは、市場価格を決定することである。しかし、

すべての資産と負債に対して容易に入手できる市

場価格があるわけではないため、SFAS第 157号
では公正価値ヒエラルキーが示されている。この

公正価値ヒエラルキーの内容は、企業の経営者が、

保有資産や企業等の売却や清算等を行う際に通常

用いる方法と同じであることから、SFAS第 157
号は、公正価値測定の意味と、財務諸表利用者に

対して財務報告を行う際にどれだけの測定尺度が

開発されるべきかという市場の理解を基準化した

ものである 20）。

　さらに、CFA協会は、企業経営者が上述の意思
決定を行う方法と、投資家が金融商品を売買する

際に用いる方法は同じであると説明している。こ

こから、CFA協会の考える公正価値とは市場価格
であり、具体的には、公正価値ヒエラルキーで示

される 3つのレベルに基づく概念を有するといえ
る 21）。

Ⅳ．�報告モデルで示される CFA 協会の情報の質的
特性に関する見解

　CFA協会は、報告モデルにおいて、IASBと
FASBが 2004年に開始した概念フレームワーク・
プロジェクトへの支持を表明している。その上で、

報告モデルでは、真新しい概念フレームワークを

提案するのではなく、CFA協会が提案するビジネ

18 ） 公正価値ヒエラルキーは 3つの階層からなり、レベル 1が優先される。レベル 1のインプットでは、測定の対象となる資産また
は負債と同一の資産、負債の市場価格、レベル 2のインプットでは、測定の対象となる資産または負債について、観察可能なレベ
ル 1以外の公表価格を用いる。これらのインプットを得られない場合、レベル 3のインプットである測定の対象となる資産または
負債の観察不可能なインプットを用いる（SFAS第 157号、par.24、par.28、par.30）。

19）  SFAS第 157号、par.21、par.22。
20）  McEnally (2007a), p.26.
21）  McEnally (2007a), p.26.
22）  CFAI (2007), p.4.
23） IASCのフレームワーク、par.26。
24）  IASCのフレームワーク、par.31。
25）   CFAI (2007), p.10.
26）   CFAI (2007), pp.9-10, CFAI (2010), p.6.

ス報告モデルの基礎として不可欠と考えられる追

加の指針を示すことを目的としていた 22）。

　つまり、表 1で示した、有用な情報の質的特性
に関する第 4から第 7の概念は、当該プロジェク
トが開始された 2002年に適用されていた、IASB
の前身である国際会計基準委員会（IASC）が公表
した「財務諸表の作成および表示に関するフレー

ムワーク」（以下、「IASCのフレームワーク」）と、
FASBが公表した財務会計概念書（SFAC）第 2号「会
計情報の質的特性」をもとに作成されていること

になる。そして、報告モデルで示されている概念

は、概念フレームワークの改訂にあたり CFA協会
が導入を目指す見解といえる。

1．目的適合性、適時性、信頼性（第 4 の概念）
　報告モデルにおいて、目的適合的な情報とは「利

用者が過去、現在若しくは将来の事象を評価し、

又は利用者の過去の評価を確認若しくは訂正する

のに役立つことによって、利用者の経済的意思決

定に影響を及ぼす」23）情報であり、適時性が欠かせ

ない。また、信頼できる情報とは、「表示しよう

とする、あるいは表示されることが合理的に期待

される」24）事象を忠実に表している情報を指す 25）。

　投資家にとって主要な情報源は財務報告であ

り、投資家は、そこから投資意思決定に目的適合

的なすべての情報を受け取る必要がある。ゆえに、

情報を財務諸表に認識すべきかの決定は、発生や

測定の確実性ではなく、投資意思決定に対する情

報の目的適合性によって行われるべきである。つ

まり、CFA協会は、信頼性よりも目的適合性を重
視している 26）。

　CFA協会の考える信頼性とは、表現しようとし
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ている事象を「忠実に表現していること」である。

その上で、忠実な表現という意味での信頼性は、

目的適合的な情報に欠かせない特性である 27）。つ

まり、IASCのフレームワークや SFAC第 2号で
はトレード・オフの関係にあった目的適合性と信

頼性は、報告モデルに基づくと、トレード・オフ

の関係にないことになる 28）。

2．完全性（第 5 の概念）
　CFA協会の考える完全性とは、株主の富に影響
を与える経済的事象をすべて、発生と同時に財務

諸表に認識、測定することである。

　この完全性が目的とすることは、現行の会計基

準に準拠した場合に生じるオフバランス項目もす

べて財務諸表に計上することである。つまり、当

該概念は、基準設定主体の公表する会計基準のう

ち、オフバランスを認める基準があってはならな

いことも含意している 29）。

3．重要性（第 6 の概念）
　CFA協会は、当該概念において、重要性の識閾
の決定方法に対する見解を示している。

　企業の経営者や監査人は、財務諸表で報告され

る項目の重要性を判断する際、たとえば純利益

の 5％という経験則を用いる傾向にある。しかし、
重要性の識閾はこのような恣意的で定量的に決定

されるものではない。むしろ、財務諸表は、投資

家をはじめとする企業外部者のために作成される

ものであるため、重要性の識閾も投資家の視点か

ら決定されるべきである 30）。

27）   CFAI (2007), p.10.
28）  CFA協会は、適時性を目的適合性の重要な特性（an important attribute of relevance）、忠実な表現を目的適合的な情報に欠かせな
い特性（an essential attribute of relevant information）としている。つまり、適時性は目的適合性の構成要素であるが、信頼性はその
構成要素にならない（CFAI (2007), p.10）。

29）  CFAI (2007), p.10, p.57.
30）   CFAI (2007), p.10, p.57.
31）  CFAI (2007), p.11.
32）  CFAI (2007), p.11.
33）   以下、区別する必要がある場合を除き、両者は区別せずに「概念フレームワーク」とする。
34）  CFA協会は、2006年公表のディスカッション・ペーパーに対してのみコメントを寄せており、情報の質的特性に関して、CFA
協会は IASBと FASBの見解に賛成していた（CFAI (2006), p.3）。

4．中立性（第 7 の概念）
　財務報告では、企業の経済的実態をありのまま

に伝える必要がある。その一方で、現在、財務報

告の方法を選択するにあたり、一部の会計基準は

幅広い柔軟性を認めている。そのため、類似した

取引であっても全く異なった方法で報告すること

ができ、その結果、財務諸表で示される結果も様々

である 31）。

　経営者が、企業の経済的実態を最も反映する会

計処理方法ではなく、彼らの望む結果を反映する

ために会計処理方法を選ぶならば、報告される情

報はバイアスされ、中立性が保たれない。しかし、

情報が中立であるとき、当該情報は、投資家にとっ

て価値がある。ゆえに、情報は、企業の経済的実

態を最も反映する方法で報告されなければならな

い 32）。

Ⅴ．�IASB・FASB が実施する概念フレームワーク・
プロジェクト

1．�2010 年：「財務報告のための概念フレームワー
ク」の公表

　2010年 9月、IASBは概念フレームワークの一
部として「第 3章：有用な財務情報の質的特性」
を、FASBは SFAC第 8号「財務報告のための概
念フレームワーク」を公表した 33）。これにより、

信頼性が忠実な表現へ置き換えられ、比較可能性

が補強的な質的特性へと後退した。また、トレー

ド・オフの関係にあった目的適合性と信頼性に適

用順序が定められ、目的適合性が優先されること

となった 34）。

　信頼性に代わる忠実な表現の採用により、報告

される情報は、実社会の経済現象を忠実に表現し
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ていることが求められる。つまり、会計上の測定

では実在している現象に焦点が置かれるため、ス

トックや価値測定が重視されるようになる 35）。

　検証可能性の後退には、検証可能でなくても、

当該情報が経済的実態を表している限り、積極的

に財務諸表に計上するという目的がある 36）。IASC
のフレームワークでは、検証可能性を信頼性の構

成要素として示していない。浦崎（2002）におい
て、IASCがフレームワークの開発にあたり検証
可能性を含めなかった理由として、「時価評価の

可能性を高めたのではないか」37）と指摘しているよ

うに、概念フレームワーク・プロジェクトによる

改訂から、IASBと FASBが公正価値会計を選好
する姿勢を窺える。

　目的適合性に優位性を置き、先行適用すること

は、IASBと FASBの目指す会計観が資産負債観
にあり、公正価値測定を強調しているといえる 38）。

加えて、目的適合性と忠実な表現を適用すること

は、IASBと FASBが全面公正価値会計を理想とし、
認識、測定、そして表示の範囲や方法の拡充を目

指していることを示唆させる 39）。

2．�2016 年：IASB による概念フレームワーク・プ
ロジェクトでの暫定決定

　2012年 5月、IASBは概念フレームワーク・プ
ロジェクトの再開を決定した。当初、IASBは、
2010年に改訂した概念フレームワークの第 1章と
第 3章の根本的な再検討は行わない予定だったが、
2015年 5月に公表した公開草案「財務報告に関す
る概念フレームワーク」（以下、「2015年公開草案」）
では「慎重性」の概念の再導入と「実質優先」へ

の言及の明示を提案し、2016年 5月に開催した理
事会で、これらの導入を暫定決定した 40）。

35）   徳賀（2008）、27-28ページ。
36）   桜井（2009）、22ページ。
37）   114ページ。
38）  津守（2008）、11ページ。
39）   桜井（2009）、23ページ、中山（2013）、46ページ。
40）   IASB (2016), pp.10-11.
41）  IASB (2015), par.2.17.
42）  CFAI (2014b), pp.3-4.

　（1）�報告モデルにおける信頼性と 2015 年公開
草案における忠実な表現の比較

　IASBによる取り組みの結果として再導入され
る慎重性と実質優先の概念は、いずれも忠実な表

現に関連する。報告モデルにおける信頼性は、表

現しようとする事象を忠実に表現していることを

意味し、2010年に公表された概念フレームワーク
の忠実な表現と整合している。2015年公開草案で
は実質優先への言及が明示されているが、これは、
2010年に公表された概念フレームワークの結論の
根拠で記されていた内容と同じである。

　2015年公開草案で変更された忠実な表現の構成
要素である「中立性」は、提供される情報に歪曲

等の操作が行われておらず、財務情報の選択およ

び表示に偏りがないことを意味している 41）。また、

実質優先への言及より、提供される情報が法的形

式だけに準拠し、経済現象の実態を表現していな

いのであれば、これも、中立性に欠けることにな

る。ここから、企業の経済的実態をありのまま伝

えることの必要性を謳う報告モデルにおける中立

性とは、2015年公開草案で示される中立性や実質
優先をすべて含んだ概念だといえる。

　つまり、慎重性に関する CFA協会の見解が
IASBのそれと整合するならば、「報告モデルにお
ける信頼性＝ 2015年公開草案における忠実な表
現」といえることになる。

　（2）慎重性に関する CFA 協会の見解
　CFA協会は、2013年に公表されたディスカッ
ション・ペーパー「財務報告に関する概念フレー

ムワークの見直し」に対してコメントを寄せてお

り、概念フレームワークに慎重性の概念を再導入

するかに関する更なる議論は、今後の公開討論次

第だと述べている 42）。

　慎重性に係わる問題点とは、慎重性の概念の解



－ 113 －

包括的ビジネス報告モデルにおける公正価値

釈が人によって異なること、そして、当該概念が

中立的もしくは均一に適用されることがないこと

である 43）。そのため、概念フレームワークに慎重

性を再導入することには賛否両論あった。

　慎重性の再導入に反対する人は、当該概念が中

立性と矛盾しており、ある期間における資産の過

小表示または負債の過大表示が、その後、資産の

過大表示もしくは負債の過小表示をもたらすこと

を理由に反対し、これに CFA協会も同意してい
る 44）。また、CFA協会は、慎重性の支持者が当該
概念の再導入を支持する（a）慎重性は、経営者の
過度に楽観的な見積りの影響に対抗するために役

立つ、（b）慎重性の概念がない場合、公正価値を
含む現在価値測定の使用が拡大する可能性がある

という理由に対してコメントを寄せている 45）。

　（a）�慎重性は、経営者の過度に楽観的な見積り
の影響に対抗するために役立つ

　慎重性の再導入を支持する当該理由に対する
CFA協会の反論は次の通りである。すなわち、慎
重性の支持者は、財務諸表の作成にあたり、会計

基準に準拠することで財務諸表利用者に誤解を与

える結果を提供すると経営者が判断した場合に、

会計基準を無効にするために慎重性を行使する、

もしくは行使すべきであると考えているが、これ

は、経営者は過度に楽観的であるという見解と矛

盾する 46）。

　この CFA協会の見解に対して、慎重性の支持者
は、経営者は慎重性を行使すべきタイミングを判

断するための十分な洞察力や厳密さを有している

と反論するが、慎重性を行使することによって会

計基準を無効にするという考えは、そもそも、会

計基準の必要性を否定する見解だと CFA協会は主
張する 47）。

　しかし、慎重性に対する CFA協会の見解は、

43）   CFAI (2014b), p.4.
44）   CFAI (2014b), p.4.
45）   CFAI (2014b), p.4.
46）  CFAI (2014b), p.4.
47）   CFAI (2014b), p.4.
48）   IASB (2015), BC2.6, BC2.11.
49）   CFAI (2014b), p.4.
50）  CFA Society United Kingdom (2015), p.2.

2015年公開草案で示されたものと異なっている。
経営者が会計基準を無効にすることは、当該会計

基準を適用しないことになる。つまり、2015年
公開草案で示された「中立的な会計方針の選択」

と「会計方針の中立的な適用」という 2つの解釈
のうち、「中立的な会計方針の選択」に該当する。

ということは、CFA協会の指摘した慎重性の適用
方法は、IASBが意図する、不確実性な状況で判
断するときに用心深くある「注意深さとしての慎

重性」というよりも、損失を利得よりも早く認識

する「非対称な慎重性」に該当することになる 48）。

　（b）�慎重性の概念がない場合、公正価値を含む
現在価値測定の使用が拡大する可能性があ
る

　慎重性に関する協議を通じ、CFA協会は、多く
の場合、慎重性への支持が公正価値測定適用の縮

小や拒絶を意味していることに気付いた 49）。慎重

性の支持者がこのような見解を有していることに

気付いた場合、全面公正価値会計を支持する CFA
協会は、慎重性の再導入を簡単に支持できない立

場にあることを窺い知れる。

　（3）�慎重性の概念に対する CFA 協会の見解の考
察

　CFA協会が慎重性の概念の再導入に明確な見解
を表明しなかった根底の理由は、CFA協会が公
正価値会計を支持していることにあると考えられ

る。2015年公開草案に対し、CFA協会はコメント
を寄せていないが、ディスカッション・ペーパー

に寄せたコメントは、今後の議論次第では、慎重

性の再導入を支持する可能性を示唆していたとも

解釈できる。CFA協会の英国支部である英国 CFA
協会が「注意深さとしての慎重性」である警戒心

の行使に賛成していることを踏まえると 50）、CFA
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協会が慎重性の概念の再導入を拒絶する理由は見

出せず、慎重性に関する CFA協会の見解と IASB
のそれは整合していると捉えられる。

Ⅳ．おわりに
　本稿の目的は、CFA協会が報告モデルで示す公
正価値とは何かを明らかにすることであり、その

検討の結果を示したものが図 1である。
　SFAS第 157号を用いて検討した結果、公正価
値の測定の観点より、報告モデルにおける公正価

値とは、市場価格であり、具体的には、IFRS第
13号や SFAS第 157号で示される公正価値ヒエラ
ルキーで示される 3つのレベルに基づいていた。
また、有用な情報の質的特性に着目した検討の結

果、公正価値が有用な情報であるために必要とさ

れる基本的な質的特性は目的適合性と信頼性であ

り、CFA協会のいう信頼性とは、IASBや FASB
のいう忠実な表現を意味していた。

　補強的な質的特性や質的特性の構成要素等、報

告モデルで言及されていない項目に関する CFA協
会の見解は、IASBや FASBのそれと同じといえ
るが、適時性の位置付けや完全性に対する意図が

51）    Rogers (2014), p.6.

相違点としてあげられる。具体的に、適時性につ

いて、2010年に公表された概念フレームワークで
は補強的な質的特性となっており、完全性に関し

て、CFA協会はオフバランス項目について指摘し
ている。

　上述した質的特性に関する相違は、投資家は、

適時、株式等の売買を行っており、常に最新の情

報を求めていることで生じていると考えられる。

また、他なる相違点として、CFA協会は、IFRS
第 13号公表前に IFRSsで適用していた公正価値
の定義も公正価値の定義として記していることか

ら、報告モデルにおける公正価値とは、IASBや
FASBが公正価値として規定する出口価格だけで
なく入口価格も含む、広義の概念をもつと考える。

　CFA協会の財務報告に対する最新の公表物であ
り、報告モデルと整合した内容である CFA協会の
フレームワークは、「金融の将来」イニシアティ

ブの取り組みの 1つとして公表されている。CFA
協会は、同協会が引き続き取り組むべき事柄には

困難なものが多いことを認めており 51）、報告モデ

ルで全面公正価値会計を提案しているものの、そ

の適用に至っていないことも、そのうちの 1つだ

図 1：包括的ビジネス報告モデルにおける公正価値

（出所）CFAI (2007), pp.9-12, IASB (2015), McEnally (2007a), McEnally (2007b), 概念フレームワークより作成。
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ろう 52）。

　当該イニシアティブでは、業界の将来のために

重要であり、CFA協会がインパクトを与えられる
エリアに取り組まれている 53）。その中で、CFA協
会は報告モデルで示した見解を再度示しているこ

とから、引き続き全面公正価値会計の適用を目指

す CFA協会の姿勢を窺い知ることができる。
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